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大阪ビルディング協会 『技術セミナー』 御中

ビルオーナーとしての
災害に強く・魅力あるまちづくり

2018年 11月27日
森ビル株式会社



国際競争力のある大都市の創造

じ
人口減少、少子化、高齢化、生産年齢時人口の減少、産業構造の転換、大都市化、グローバルな都市間
競争、既存ストックの老朽化と更新、価値観・働き方の多様化、巨大災害の切迫、ICTと技術革新、地球
環境への責務、オリンピック・パラリンピックとレガシーの活用・・・他

現代社会・
経済の動向

国際競争力のある大都市の創造

グローバルな都市間競争に打ち勝ち、持続的な経済成長と豊かな国民生活を実現

世界から集まる人々が
訪れたくなるまちの整備

世界で最もビジネス
しやすい都市の整備

大都市と地方の相互
に連携した活性化

都市再生プロジェクトを
スピーディーに実現

大都市戦略の構築と
推進する環境の整備

官民の適切な役割分担に
基づき、民が取り組む
都市整備

人材 資金

企業 情報

交流協働
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

交流・連携

交流・連携

交流・連携

交流・連携
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・世界のマグニチュード6.0以上の地震のうち、20%近くが日本周辺で発生

・30年以内に70％の確率で南海トラフ並びに首都直下地震が発生

日本都市センター「都市と危機管理に関する研究」より加筆

・人口集中と社会のグローバル化により、リスクの「多様化」と「巨大化」が進行

日本におけるリスク



森ビルの都市づくりビジョン

（上） 建 物：50階建×1棟

建蔽率：約3％

（下） 建 物：2階建×300棟

建蔽率：約50％
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・超高層化により、1棟に集約可能

・建築面積は全体の約3％

Vertical Garden City （垂直の庭園都市）

＜再開発に伴う効果＞

■ 災害に強い街づくり
（耐震化・不燃化）
■ 道路整備（都市基盤整備）
■ 職住近接（都心居住の推進）
■ 共用スペースの利用
■ 地域コミュニティ
■ 緑化

敷 地：3ヘクタール

住 戸：100㎡×300戸



森ビルの都市開発事例：六本木ヒルズ（2003）

世界中から企業・人を惹き付ける
国際文化都心
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■開発規模：
■施設構成：

11.0ｈａ
オフィス・住宅
店舗・美術館
ホテル・映画館
会員制ライブラリ
会員制交流施設
カンファレンス施設
テレビ局・専修学校
寺院



森ビルの都市開発事例：六本木ヒルズ（2003）
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課題⇒低層の木造老朽家屋が密集
課題⇒幅員4ｍ未満の道路で消防車が入れない

■木造密集地域の解消と住宅整備

■広域交通・歩行者空間の整備

課題⇒環状３号線が六本木通りと未接続
課題⇒住宅地には一方通行路(西→東)のみ
課題⇒最大で約15ｍの高低差

■旧毛利邸跡の池の保存・再整備

「毛利甲斐守邸跡」「乃木大将生誕地」と
桜の保存に関する請願

○六本木通りと環状３号線が平面接続する側道整備
○テレ朝通りと環状３号線を結ぶ地区幹線道整備
○南北・東西を軸とした歩行者動線の整備
○六本木駅と地下接続するメトロハットの整備

○幹線道路の整備、建物の高層化と不燃化
○約840戸の住宅の整備により、居住継続・
○定住人口増を実現

○旧毛利邸跡を保存・改良
○一帯を毛利庭園として整備

再開発前の地区の様子

再開発により整備された空間・道路

六本木ヒルズ開発前に地区が抱えていた課題の解決



森ビルの都市開発事例：虎ノ門ヒルズ（2014）
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国際ビジネスセンターの一翼を担う
多機能複合の超高層タワー

ホテル

■開発規模：5.7ｈａ（Ⅲ街区）

住宅

事務所

ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ

店舗

駐車場



森ビルの都市開発事例：虎ノ門ヒルズ（2014）
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◎立体道路制度の活用
道路と再開発ビルの一体的な整備により、環状二号線（1946年に都市計画決定）新橋・虎ノ門区間を実現



逃げ出す街から逃げ込める街へ

9

１９９５年に発生した阪神・淡路大震災を契機に

「逃げ出す街から逃げ込める街へ」のコンセプトを掲げる

大規模再開発の特性を活かして災害に強い安全・安心の街、

開発地域のみならず周辺地域への貢献も果たす防災拠点を

目指し、オープンスペースや交通インフラの整備等、都市

基盤の整備をはじめ、ハード、ソフトの両面にわたる様々

な対策を継続して推進



森ビル震災対策基本方針
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１. 当社が所有または管理・運営する建物、施設を利用する

テナント・居住者・来訪者・近隣および当社社員の生命

の安全を最優先とする。

２. 震災に対し早期に対応し被害を最小限に抑える。

３. テナントの執務継続、居住者の生活継続の為の支援機能

を維持する。

４. 近隣および東京都、港区、警察、消防をはじめ、関係

行政機関等との協力を通し社会への貢献を行う。



国内最高グレードの耐震性能導入
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セミアクティブオイルダンパー
微小変形
から大地震

 

アンボンドブレース

終局時の
エネルギー吸収

356台

192台

六本木ヒルズの制振装置

・制振や免震の技術を積極採用し、建物の安全を確保
・地震後も建物を継続利用可能とするため、行政指導値より厳しい自社基準設定



■六本木ヒルズのエネルギーシステム
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＜３重の安定性を持つ電源供給＞

＜環境面での特性＞

＜都市（中圧）ガスの高い信頼性＞

(通常時)

・都市ガスによる自家発電

(非常時)

・ガス発電が困難なとき、東京電力より受電

・さらに、東京電力による受電も困難なとき、

灯油による非常用発電に瞬時に切り替え

阪神大震災でも被害を受けなかった中圧ガス導管

180度曲げても破損しない

安全・安心：高度な自立分散型エネルギーの導入

2011年3月18日～
電力供給逼迫を受け、1,100
世帯分の電力を提供
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電力会社（東京電力）

（ループ受電）

非常用発電機イメージ

東京電力からの供給停止時に、お客様の事業継続を支援するため
オフィス専用部内への電源供給用として、非常用発電機を導入
※信頼性の高い、都市ガスと重油を用いた二種類の燃料で発電可能

＜虎ノ門ヒルズ＞

安全・安心：事業継続並びに帰宅困難者受入対応可能な非常用発電機の導入
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上水停止時の生活用水確保を目的に主要ビルに震災井戸を設置
※港区と協定書締結並びに近隣への提供も可能

震災井戸設置
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構造設計G

2012年12月

東日本大震災を受けてお客様への安全宣言を早くアナウンスすることが二次
災害を減らす上でも非常に重要と認識し独自に開発し主要ビルへ導入。

また、ビル係員が優先的に確認する場所が推測されるため、業務効率上も
有効なシステムである。

建物に設置された地震計の加速度と変位から各階の被災度をリアルタイムに推測

建物被災度推測システム（ｅ－ｄａｐｓ）開発・導入
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情報通信・伝達システムの整備（通信の多重化）
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当社管理運営建物のビル被害状況、活動人員情報等を全社員共有可能な
災害ポータルシステム構築（震災、風水害、テロ等）

ビル被害情報等の共有システム構築
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六本木ヒルズ並びに虎ノ門ヒルズ内のエリア限定サービス（情報発信）の為、
施設での必要な情報を配信することが可能。
（施設周辺の交通情報、施設状況の紹介、備蓄品払出し、毛布の貸出し、水の配給等）
※港区と情報連携に関する協定書を締結し、タイムリーな情報を提供

エリア放送、WEBの活用

災害サポートＷＥＢエリア放送

オフィステナント、帰宅困難者向け情報提供システム構築
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「レジデンスコミュニティビジョン」に港区の情報（地震・大雨・不審者等の
犯罪情報等）配信サービス実施
※港区と情報連携に関する協定書を締結

震災時の情報提供システム開発・導入
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震災対策室事務局

震災対策本部
本部長（社長）

本部長代行（副社長）
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『東京都23区震度5強以上』で、自動的に震災対策組織に移行（全社員）
現部署⇒震災活動部署への移行

森ビルの震災組織
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☆自然災害は、夜間・休日に発生する確率が高い

年間８，７６０時間のうち、業務時間２，０００時間
※３/４の確率で業務時間外（夜間・休日）に発生する
＜主な災害＞
阪神淡路大震災 1995年 1月17日（火）05：46 震度7 （Ｍ7.3）
宮城県沖地震 2003年 5月26日（月）18：24 震度6弱 （Ｍ7.1）
十勝沖地震 2003年 9月26日（金）04：50 震度6弱 （Ｍ8.0）
新潟県中越沖地震 2004年 10月23日（土）17：56 震度7   （Ｍ6.8）
岩手宮城内陸地震 2008年 6月14日（土）08：43 震度6強 （Ｍ7.2）
東日本大震災 2011年 3月11日（金）14：46 震度7   （Ｍ9.0）
長野県北部地震 2011年 3月12日（土）03：59 震度6強 （Ｍ6.7）
熊本地震 2016年 4月14日（木）21：26 震度7 （Ｍ6.5）

2016年 4月16日（土）01：25 震度7 （Ｍ6.5）
大阪北部地震 2018年 6月18日（月）07：58 震度6弱 （Ｍ6.1）
北海道胆振東部地震 2018年 9月 6日（土）03：07 震度7 （Ｍ6.7）

御嶽山噴火 2014年 9月27日（土）11：52
関東・東北豪雨 2015年 9月10日（木）00：20
平成30年7月豪雨 2018年 7月 6日（金）～7月8日(日）

森ビルの震災組織
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ＲＥＤ ＦＩＬＥ

震災時行動基準書

ＧＲＥＥＮ ＦＩＬＥ

平常時トラブル
対応手順書

平時の対策および地震発生時の対応・行動基準等について規定
※条例施行や訓練を受けて適宜、見直しを行うことが重要

震災対策要綱並びに行動基準の整備
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震災宿直 震災対策本部の立ち上げや情報収集・緊急判断等の初動

対応強化を図るため管理職1人、1泊ずつ交代で実施

管理宿直 復旧活動本部の立ち上げを迅速に行い、情報収集・復旧
活動等の初動対応強化を図るため管理部社員1人、1泊
ずつ交代で実施

有事の際「震災対策本部」並びに「復旧活動本部」を速やかに立上げ、
情報収集、緊急時の判断・指示を行う体制を構築

宿直体制の導入
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10km圏外居住社員
復旧要員

10km圏内居住社員
対策要員

2.5ｋｍ圏内
防災要員約130名

震災用身装備品支給
（ヘルメット・防災服・安全靴など）
・会社用身装備品（全社員）
・出社用身装備品
10km圏内居住、近隣居住社員

夜間・休日の有事の際にも迅速な初動活動を行える体制構築

※事業エリアの近隣2.5ｋｍ圏内に防災社宅設置＆防災要員手当制度創設

森ビルの防災要員体制
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夜間・休日に発生した際に初動行動が実行できるよう、社宅居住者並びに

防災要員制度利用社員に対し定期的に訓練を実施

＜訓練内容＞

情報収集（通信機器操作含む）訓練、備蓄品配給訓練、人命救助訓練、

井戸稼働訓練、お客様安否・営業状況確認、帰宅困難者受入れ訓練 他

防災要員訓練（偶数月開催）
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森ビル社員に自助・共助能力向上を目的に体験訓練実施
※１回／３年は体験
＜内容＞

搬送訓練、炊出し訓練、心肺蘇生訓練、起震車体験、消火器訓練、
煙体験、ロープ操作訓練、応急手当訓練、井戸体験訓練 他

森ビルの総合震災訓練（体験訓練）毎年9月1日実施
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有事の際を想定したシミュレーション訓練や各震災対策組織間の連携

訓練の実施

森ビルの総合震災訓練（活動訓練）毎年1月17日実施
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港区、麻布消防署、麻布警察署、六本木ヒルズ周辺の近隣町会、商店会、

学校、地元の消防団等交えた「街の震災訓練」実施

※毎年、１０００名程度の方が参加

森ビル共催の震災訓練毎年3月11日実施
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港区と共催で地域の防災力向上を目的に「みなと防災フェスタ」を開催

※１６００名（外国人：２５０名）と多くの方が参加。

※「やさしい日本語」で対応

※麻布消防署、ＮＴＴ東日本、港区国際防災ボランティア、東京コロニー協力

港区・森ビル共催の防災フェスタを開催
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・全社員に取得を義務付け定期的・継続的に実施（1回/3年）
・協力会社への心肺蘇生、AED研修実施（毎年）
※森ビル社員で応急手当普及員資格を約70名取得し教育実施
※2018年４月より応急手当奨励制度改正に伴い、消防署より委嘱
された当社応急手当普及員による普通救命講習会開催

救命講習受講と協力会社向け研修実施



31

・家族の安否確認登録が可能
・災害対応可能な人員把握が可能
・安否確認システム以外にも災害伝言ダイヤル、Ｆａｃeｂｏｏｋ，ｔｗｉｔｔｅｒ，Ｌｉｎｅ
等での家族との安否確認手段を複数確保することを啓発実施

震度５強以上の
地震発生

携帯電話携帯電話

一般一般//公衆電話公衆電話

震災宿直震災宿直

社員

PC/PDAPC/PDA

会社／自宅／外出先等様々な
場所から携帯電話、パソコン、
公衆電話等携帯電話、パソコン、
公衆電話等の手段を使って、
安否登録可能

データーセンター

安否登録結果安否登録結果
の確認等の確認等

会社指示

家族

家族安否確認
専用掲示板

人事庶務班／震災宿直

安否確認訓練（年３回）
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出社・帰宅ルート例

森ビル社員支給
『六本木ヒルズ30ｋｍ圏内
帰宅ルート広域プランニングマップ』

出社･帰宅ルート内の徒歩訓練（概ね５㌔）を実施。

徒歩帰宅・出社訓練（年１回）
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テナント様へ地震発生前・地震発生時・地震発生後に対応頂きたい内容周知

■一斉帰宅の抑制 ■消防計画の徹底 ■社員・家族の安否確認の実施
■オフィス内の安全確保（転倒防止対策） ■備蓄の実施 他

震災のしおり配布による啓発
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森ビルでは、大規模施設で約1万人の帰宅困難者を受入れる体制を整備
※受入場所は、カンファレンス施設、商業施設の共用廊下等

＜受入協定締結施設＞
・六本木ヒルズ ： ５，０００名（ウェストウォーク１階～6階共用部分）
・虎ノ門ヒルズ ： ３，６００名（カンファレンス、商業エリア共用部分）
・仙石山森タワー ： ７０名（集会所）
・表参道ヒルズ ： ２００名（ホワイエ他）
※銀座シックス ： ３，０００名(能楽堂、オフィススカイロビー 他）

帰宅困難者受入対応
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＜非 常 食＞
27万食（水、アルファ化米、クラッカー、レトルト食品、缶詰、栄養補助品）
（配布内訳）帰宅困難者：10万食、住宅居住者：7万食、オフィス・店舗：7万食、

近隣：1万食、森ビル社員・協力会社：2万食）

帰宅困難者の備蓄品を１人あたり９食分（１日：３食、３日分）を保管
※食べ物アレルギーの方や子供・高齢者向け用の食料も備蓄
※1,600～1,700Ｋｃａl程度の栄養を確保する
※最近は、備蓄食料の商品化が進んだことから、３日間飽きないような工夫を実施
※賞味期限管理の観点から、原則、5年保存の商品で統一

＜資機材等＞
簡易トイレ、毛布、アルミブランケット、医薬品、ミルク、紙おむつ、生理用品、消毒液、
ブルーシート、エアマット、体拭きボディーシート、ポータブル発電機、投光機、炊出し、
階段昇降機、リヤカー、ベニヤ板、バール、ロープ、虎テープ、防災自転車など

防災備蓄品
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■大使館職員、インターナショナルスクール生徒が外国人帰宅困難者として訓練に参加

■港区通訳ボランティアが外国人帰宅困難者を案内

帰宅困難者受入訓練
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入居ビルで宿泊体験を通じ、各社で作成したマニュアル（行動、備蓄品等）の有効性
を確認して頂くと同時に専門家による講義を通じての自助・共助のスキル向上を図る。

講義

組立式トイレ 備蓄品配布

施設周辺実査

宿泊訓練
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【麻布地区での帰宅困難者対策】
東日本大震災時の帰宅困難者問題を受け、平成27年10月に六本木駅周辺
滞留者対策推進協議会を設置し、六本木ルール策定、情報ツールの構築、
訓練を実施し、エリア防災の強化を図っている。

【協議会の構成（13事業者）】
港区、麻布警察署、麻布消防署、鉄道事業者、六本木駅周辺事業者

六本木駅周辺滞留者対策協議会への参画
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防災に関するアンケート結果

帰宅困難者対策条例の認知度首都直下地震の被害想定認知度

従業員用の備蓄状況
外部の帰宅困難者向け備蓄状況

※東京商工会議所 会員企業の防災に関するアンケート（2017）より抜粋

◎住民・企業に対し、防災意識・知識の向上や事前の備えの働きかけが必要



40

• 自然災害多発国である日本において国際競争力向上や国民
が豊かで安全安心な生活をする上で、災害に強い街づくりは
必要不可欠

• 災害に強く、魅力ある街づくりを行う上で、政・官・民が連携
することが重要

• 防災対策は、地域特性を踏まえ対策を行うことが重要

• 防災対策は、ハードとソフトの両面で対応することが重要

• 減災する上で、国民・企業の意識・知識向上、事前の備え、
訓練を継続的に行うことが重要

まとめ


